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代 表 者         役職名 代表取締役社長兼最高経営責任者 氏名 堀江 貴文 

問合せ先責任者         役職名 取締役                     氏名 熊谷 史人 ＴＥＬ(03)5788-4753 
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中間配当支払開始日 平成 - 年 -月 - 日                        単元株制度採用の有無 無 
 

１．平成 17 年 3 月中間期の業績(平成 16 年 10 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 

（１）経営成績                             (百万円未満切捨) 

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成 17 年 3 月中間期 4,996 2.1 △795 - △1,300 - 

平成 16 年 3 月中間期 4,895 21.6 461 1673.1 478 - 

平成 16 年 9 月期 10,810 37.6 1,741 217.7 1,410 257.1 
 

  

  

中間(当期)純利益 

 

1 株当たり中間 

(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭

平成 17 年 3 月中間期 △849 - △1.31 

平成 16 年 3 月中間期 177 - 3.41 

平成 16 年 9 月期 1,210 239.0 2.17
(注)①期中平均株式数 平成 17 年 3 月中間期 626,772,184 株 平成 16 年 3 月中間期 51,917,040 株 平成 16 年 9 月期 558,805,127 株 

②会計処理の方法の変更  無 

    ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（２）配当状況 

  1 株当たり 1 株当たり 

  中間配当金 年間配当金 

     円 銭    円 銭 

平成 17 年 3 月中間期   0  0  0  0 

平成 16 年 3 月中間期   0  0  0  0 

平成 16 年 9 月期  0  0   0  0 
 
（３） 財政状態 

  総資産 株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

   百万円 百万円 ％ 円 銭

平成 17 年 3 月中間期  163,433  118,180 72.3  136.55 

平成 16 年 3 月中間期  29,148  13,941 47.8  257.49 

平成 16 年 9 月期   58,544  51,129 87.3  84.33
(注)①期末発行済株式数 平成 17 年 3 月中間 865,495,745.48 株   平成 16 年 3 月中間 54,146,533.48 株  

     平成 16 年 9 月期 606,338,630.80 株 

②期末自己株式数  平成 17 年 3 月中間  30,621.12 株 平成 16 年 3 月中間   3,060 株 平成 16 年 9 月期      30,608.80 株 

 

２．17 年 9 月期の業績予想(平成 16 年 10 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日)      

 売 上 高     経常利益 当期純利益 

百万円 百万円 百万円
通 期 

12,000 1,800 700

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期） 1 円 15 銭 

（注）上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、中間決算短信（連結）の添付資料(P.2)の「通期の見通し」を参照し

て下さい。 
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 3．財務諸表 

 

 

（1）貸借対照表
(単位　千円)

構成比 構成比 構成比
％ ％ ％

Ⅰ

1 現 金 及 び 預 金 11,853,394 5,351,373 30,871,557

2 売 掛 金 ※4 2,371,170 2,247,118 2,111,180

3 有 価 証 券 15,932 61,748 176,174

4 短 期 貸 付 金 ※4 3,543,856 93,876 437,971

5 た な 卸 資 産 1,182,501 1,034,853 838,993

6 前 払 金 ※4 3,000 3,000 -

7 立 替 金 ※4 505,856 118,596 273,486

8 未 収 入 金 ※4 1,539,897 1,013,768 4,216,747

9 繰 延 税 金 資 産 111,795 86,203 157,445

10 そ の 他 1,784,768 189,580 1,113,823

11 貸 倒 引 当 金 △ 5,705 △ 1,997 △ 1,972

22,906,467 14.0 10,198,123 35.0 40,195,407 68.7

Ⅱ

1 有 形 固 定 資 産 ※1 166,930 0.1 102,896 0.4 680,234 1.2

2 無 形 固 定 資 産 1,397,175 0.9 959,707 3.3 1,117,879 1.9

3 投 資 そ の 他 の 資 産

(1) 投 資 有 価 証 券 36,278,570 2,300,068 68

(2) 関 係 会 社 株 式 ※2 34,833,631 13,115,462 14,647,150

(3) 出 資 金 210 1,653,717 128,292

(4) 長 期 貸 付 金 ※4 66,130,956 100,000 -

(5) 長 期 債 権 26,400 500 -

(6) 差 入 保 証 金 428,548 382,531 420,279

(7) そ の 他 1,102,925 269,735 1,150,370

138,801,241 84.9 17,822,013 61.1 16,346,160 27.9

140,365,347 85.9 18,884,617 64.8 18,144,275 31.0

Ⅲ

1 30,335 66,152 42,223

2 130,880 - 162,475

161,215 0.1 66,152 0.2 204,698 0.3

163,433,030 100.0 29,148,893 100.0 58,544,381 100.0資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

繰 延 資 産

当中間会計期間末 前中間会計期間末
前事業年度の
要約貸借対照表

金額 金額 金額

（平成17年3月31日現在） （平成16年3月31日現在） （平成16年9月30日現在）

（資　　産　　の　　部）

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

繰 延 資 産 合 計

社 債 発 行 費

新 株 発 行 費

固 定 資 産

期別

科目科目

構成比 構成比 構成比
％ ％ ％

Ⅰ

1 買 掛 金 ※4 444,648 1,021,118 183,488

2 短 期 借 入 金 6,000,000 9,541,182 -

3 一年以内返済予定長期借入金 797,075 316,000 956,920

4 一 年 以 内 償 還 予 定 社 債 400,000 500,000 400,000

5 信 用 取 引 未 払 金 7,935,087 - -

6 未 払 金 5,283 9,993 6,681

7 未 払 費 用 ※4 1,343,542 981,903 1,268,591

8 未 払 法 人 税 等 192,050 36,096 476,082

9 前 受 金 58,275 68,426 64,864

10 預 り 金 50,991 24,208 48,311

11 賞 与 引 当 金 162,906 111,997 127,156

12 返 品 調 整 引 当 金 30,000 35,396 18,000

13 そ の 他 450,762 71,992 19,585

17,870,623 10.9 12,718,315 43.6 3,569,681 6.1

Ⅱ

1 長 期 借 入 金 ※4 11,821,985 239,000 2,100,100

2 社 債 15,500,000 2,250,000 1,700,000

3 通 貨 ス ワ ッ プ 60,075

4 繰 延 税 金 負 債 - - 44,826

27,382,060 16.8 2,489,000 8.5 3,844,926 6.6

45,252,683 27.7 15,207,315 52.2 7,414,608 12.7

Ⅰ ※5 57,031,379 34.9 5,794,142 19.9 23,967,388 40.9

Ⅱ

1 58,281,987 3,817,539 21,809,543

2

(1) 合 併 差 益 - 3,848 -

(2) 資本金及び資本準備金減少差益 3,326,975 3,326,975 3,326,975

3,326,975 3,330,824 3,326,975

61,608,963 37.7 7,148,364 24.5 25,136,519 42.9

Ⅲ

1 1,182,839 999,475 2,032,520

1,182,839 0.7 999,475 3.4 2,032,520 3.5

Ⅳ △ 1,641,527 △ 1.0 905 0.0 △ 5,346 △0.0

Ⅴ ※7 △ 1,308 △ 0.0 △ 1,308 △ 0.0 △ 1,308 △0.0

118,180,346 72.3 13,941,578 47.8 51,129,773 87.3

163,433,030 100.0 29,148,893 100.0 58,544,381 100.0

当中間会計期間末 前中間会計期間末
前事業年度の
要約貸借対照表

（平成17年3月31日現在） （平成16年3月31日現在） （平成16年9月30日現在）

金額 金額 金額

そ の 他 資 本 剰 余 金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（資　本　の　部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

負 債 ・ 資 本 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

（負　債　の　部）

流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

利 益 剰 余 金 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

自 己 株 式

資 本 合 計

資 本 準 備 金

期別

科目

期別

科目
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(2) 損益計算書
(単位：千円）

百分比 百分比 百分比
％ ％ ％

Ⅰ 4,996,355 100.0 4,895,909 100.0 10,810,991 100.0

Ⅱ ※5 2,967,658 59.4 3,304,959 67.5 5,999,776 55.5

売 上 総 利 益 2,028,697 40.6 1,590,950 32.5 4,811,214 44.5

Ⅲ ※5 2,824,190 56.5 1,129,931 23.1 3,069,870 28.4

営 業 利 益 又 は 損 失 ( △ ) △ 795,493 △ 15.9 461,019 9.4 1,741,343 16.1

Ⅳ ※1 30,261 0.6 326,496 6.7 363,286 3.4

Ⅴ ※2 535,075 10.7 308,804 6.3 694,478 6.4

経 常 利 益 又 は 損 失 ( △ ) △ 1,300,308 △ 26.0 478,710 9.8 1,410,151 13.0

Ⅵ ※3 1,991,514 39.9 428,524 8.8 1,390,543 12.9

Ⅶ ※4 1,444,243 28.9 1,090,401 22.3 1,204,085 11.1

税 引 前中間 ( 当 期 ) 純 利益
又 は 純 損 失 ( △ ) △ 753,037 △ 15.1 △ 183,165 △ 3.7 1,596,609 14.8

法人税、住民税及び事業税 71,669 △ 9,021 546,502

法 人 税 等 調 整 額 24,974 96,644 - △ 351,266 △ 360,287 △ 7.4 △160,060 386,442 3.6
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
又 は 純 損 失 ( △ )

△ 849,681
△ 17.0

177,121 3.6 1,210,167 11.2

前 期 繰 越 利 益 2,032,520 822,353 822,353

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 1,182,839 999,475 2,032,520

当中間会計期間 前中間会計期間

至　平成17年 3月31日 至　平成16年 3月31日

前事業年度の
要約損益計算書

自　平成16年10月 1日 自　平成15年10月 1日 自　平成15年10月 1日

至　平成16年 9月30日

金額 金額 金額

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

期別

科目

期別

科目

期別

科目

期別

科目
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（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項） 

   期  別 

 

項  目 

当中間会計期間 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１７年 ３月３１日 

前中間会計期間 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ３月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

１．有価証券の評価基準及
び評価方法 

 

(1) 子会社株式及び関連会社株式
総平均法による原価法 
 

(2) その他有価証券 
①時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等
に基づく時価法（評価差額
は全部資本直入法により
処理し、売却原価は総平均
法により算出） 

②時価のないもの 
総平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式
同左 
 

(2) その他有価証券 
①時価のあるもの 

同左 
 
 
 
 

②時価のないもの 
   同左 

(1) 子会社株式及び関連会社株式
同左 
 

(2) その他有価証券 
①時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基
づく時価法（評価差額は全
部資本直入法により処理
し、売却原価は総平均法に
より算出） 

②時価のないもの 
   同左 

２．デリバティブ等の 

  評価基準 

 

 時価法 
 

 同左 

 

 同左 

３．たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

(1)商 品  

先入先出法に基づく原価法 

(2)仕掛品  

個別法による原価法 

(3)貯蔵品  

先入先出法に基づく原価法 

(1)商 品  

同左 

(2)仕掛品  

同左 

(3)貯蔵品  

同左 

(1)商 品  

同左 

(2)仕掛品  

同左 

(3)貯蔵品  

同左 

４．固定資産の減価償却方

法 

 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

  なお耐用年数は、以下の通り

です。 

     建物 15年 

  車両運搬具 6年 

  工具器具及び備品 2～8年 

 

(2)無形固定資産  

定額法によっております。ソ

フトウェア（自社利用分）に

ついては、社内における利用

可能期間（5年）に基づく定額

法によっております。 

営業権については、投資の効

果が及ぶ期間(5年)で均等償

却しております。 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

  なお耐用年数は、以下の通り

です。 

     建物 15年 

  車両運搬具 6年 

  工具器具及び備品 4～8年 

 

(2)無形固定資産  

同左 

 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

  なお耐用年数は、以下の通り

です。 

  建物 15年 

車両運搬具 6年 

  工具器具及び備品 2～8年 

 

(2)無形固定資産  

同左 

 

５．繰延資産の処理方法  (1)新株発行費 

新株発行費については、3年で

均等償却しております。 

 

(追加情報) 
 従来、新株発行費は発生時に全
額費用として処理しており、前中
間期においても発生した新株発行
費を全額費用として処理しており
ましたが、増資額の多額化に伴い
新株発行費も多額となり、金額的
重要性が増したため、期間損益計
算の適正化を図ることを目的とし
て、前事業年度において3年で均等
償却する方法に変更しておりま
す。この結果、前中間期における
新株発行費償却額は、前事業年度
と同一の方法によって計算された
金額に対し、39,839千円多く計上
されることとなりました。従って、
前中間経常利益及び税引前前中間
純利益は39,839千円少なく表示さ
れております。 
 

(1)新株発行費 

支出時に全額費用として処理

しております。 

(1)新株発行費 

新株発行費については、3年で

均等償却しております。 

 

(会計方針の変更) 

 従来、新株発行費は発生時に全

額費用として処理しておりました

が、増資額の多額化に伴い、新株

発行費も多額となり、金額的重要

性が増したため、期間損益計算の

適正化を図ることを目的として、

下期より3年で均等償却する方法

に変更しております。 
 この方法により従来の方法と
比べ、経常利益及び税引前当期純
利益は、162,475千円多く計上さ
れております。 
 尚、新株発行費は従来より発生

時に全額費用として処理してお

り、上期においても全額費用とし

て処理しておりますが、下期にお

ける増資により多額の新株発行費
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   期  別 

 

項  目 

当中間会計期間 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１７年 ３月３１日 

前中間会計期間 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ３月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

５．繰延資産の処理方法  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

が発生したため、金額的重要性
を鑑み、下期において処理方法
を変更することとなりました。
上期において下期と同一の会計
処理を採用した場合、経常利益
及び税引前中間純利益は39,839
千円多く計上されることになり
ます。 
なお、未償却残高は繰延資産
の「新株発行費」として独立掲
記しております。 

 (2)社債発行費 
3年間で均等償却しております 

(2)社債発行費 
同左 
 

(2)社債発行費 
同左 

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金  
債権の貸倒れによる損失に備
えて、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。  
 

(2)賞与引当金 
従業員の賞与の支給に備える
ため、支給対象期間を基礎に当
中間会計期間の負担に属する支
給見込額を計上しております。
 

 (3)返品調整引当金 
ソフトウェアパッケージ商
品の返品による損失に備える
ため、過去の実績返品率を勘案
し、当該返品に伴う売上総利益
相当額を計上しております。 
 

(1)貸倒引当金  
  同左 
 
 
 
 
 
 
 (2)賞与引当金 
同左 
 
 
 
 

 (3)返品調整引当金 
同左 
 

(1)貸倒引当金  
同左 
 
 
 
 
 

  
(2)賞与引当金 
同左 
 
 
 
  
(3)返品調整引当金 
同左 

７．外貨建ての資産及び負

債の本邦通貨への換算

基準 

外貨建て資産及び負債について

は、主として中間決算日の直物相

場による円換算額を付しておりま

す。 

 

同左 同左 

８．収益の計上基準 取引先の検収を要する受託業務
については、検収基準を採用して
おります。 
 役務提供期間の定めのある受託
契約については、契約金額を当該
契約期間に按分して収益計上して
おります。 
 製・商品サービスの提供につき
ましては、その内容に応じて発生
基準又は出荷基準を採用しており
ます。 

 同左 同左 

９．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。 

 同左 
 

同左 

１０．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 
特例処理の要件を満たしてい
る金利スワップについて特例処
理を採用しております。 

 
 
 

①ヘッジ会計の方法 
同左 

 

①ヘッジ会計の方法 
同左 
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   期  別 

 

項  目 

当中間会計期間 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１７年 ３月３１日 

前中間会計期間 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ３月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

１０．ヘッジ会計の方法 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段： 
デリバティブ取引 
（金利スワップ取引） 
 
 
ヘッジ対象： 
 キャッシュ・フローが固定さ
れ、その変動が回避されるも
の。 
 
③ヘッジ方針 
当社の内規に基づき、キャッシ
ュ・フロー変動に対するリスク回
避を目的としてデリバティブ取
引を利用しており、投機目的の取
引は行っておりません。 
 
④ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象の相場変動又はキ
ャッシュ・フロー変動の累計とヘ
ッジ手段の相場変動又はキャッ
シュ・フロー変動の累計を比較
し、その変動額の比率によって有
効性を評価しております。ただ
し、特例処理によっている金利ス
ワップについては、有効性の評価
を省略しております。 
 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段： 
デリバティブ取引 
（通貨スワップ取引、金利スワ
ップ取引） 
 
 ヘッジ対象： 
 同左 
 
 
 
③ヘッジ方針 
同左 
 
 
 
 
 
④ヘッジ有効性評価の方法 
 同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段： 
デリバティブ取引 
（金利スワップ取引、為替予約
取引） 
 

ヘッジ対象： 
 同左 
 
 
 
③ヘッジ方針 
 同左 
 
 
 
 
 
④ヘッジ有効性評価の方法 
 同左 

１１．その他中間財務諸表
作成のための基本と
なる事項 

(1)消費税等の会計処理方法 
 消費税等の会計処理は、税 
抜方式によっております。 
なお、仮払消費税等および 
仮受消費税等は相殺の上、流動
負債の「その他」に含めて表示
しております。 
 

(2)投資事業組合への出資金 
の会計処理 
投資事業組合への出資金は、
組合契約に規定される決算報告
日に応じて入手可能な最近の決
算書を基礎として、損益帰属方
式により取り込む方法によって
おります。 

(1)消費税等の会計処理方法 
消費税等の会計処理は、税抜
方式によっております。 
同左 
 
 
 
 
(2) 投資事業組合への出資金の会
計処理 

  同左 

(1)消費税等の会計処理方法 
  消費税等の会計処理は、税抜方
式によっております。 

 
 
 
 
 
(2) 投資事業組合への出資金の会
計処理 
同左 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１７年 ３月３１日 

前中間会計期間 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ３月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
290,473千円 

※２ 担保資産 
       関係会社株式のうち、1,674,011千

円については信用取引未払金
7,935,087千円の担保のため差入れ
ております。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
61,005千円 

※２  担保資産 
 関係会社株式のうち6,740,015千
円については、短期借入金6,442,881
千円の担保のため差入れておりま
す。 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
204,515千円 

※２ － 
 

※３ 偶発債務 
債務保証 
次の関係会社について、リース会社か
らのリース物件に対し債務保証を行な
っております。 

次の関係会社について、金融機関から
の借入金に対して債務保証を行ってお
ります。 
 

保  証  先 金  額 内 容 

プロジー(株) 49,579千円 
リ ー ス 

債 務 

イーエックス 

コミュニケーショ

ンズ（株） 

  27,104千円 
リ ー ス 

債 務 

計 76,683千円 ― 

保  証  先 金  額 
内 

容 

(株)ﾐｸﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ 3,600,000千円 借入金 

計 3,600,000千円 ― 

※３偶発債務 
  債務保証 
  次の関係会社について、リース会社か
らのリース物件に対し債務保証を行な
っております。 

 
保  証  先 金  額 内 容

プロジー(株)      91,851千円 リース債務

イーエックス 

コミュニケーショ

ンズ（株） 

      2,598千円 リース債務

計      94,449千円 ― 

※３偶発債務 
  債務保証 
  次の関係会社について、リース会社から
のリース物件に対し債務保証を行って
おります。 

 
保  証  先 金  額 内 容

プロジー(株) 59,781千円
リ ー ス

債 務

イーエックス 

コミュニケーショ

ンズ（株） 

36,561千円
リ ー ス

債 務

計 96,342千円 ― 

※４ 関係会社に対する資産・負債 
 
短期貸付金 3,543,856千円 
売  掛  金  414,615千円 
立  替  金 350,219千円 
未 収 入 金  1,215,682千円 
前 払 金 3,000千円 
長期貸付金  66,110,956千円 
未 払 費 用 524,322千円 
短期借入金 1,000,000千円 
長期借入金  9,998,875千円 

      

※４  関係会社に対する資産・負債 
 

 
    
    
 

短期貸付金  93,876千円
売 掛  金  96,271千円
立 替  金 41,927千円
未 収 入 金 18,060千円
前 払 金 3,000千円
未 払 費 用 574,313千円

※４  関係会社に対する資産・負債 
 

 
     
 

短期貸付金  437,971千円
売 掛  金  213,107千円
立 替  金 185,759千円
未 収 入 金 3,834,928千円
前 払 金 13,000千円
未 払 費 用  267,646千円
買 掛 金 3,594千円

※５ 授権株式数及び発行済株式数 
       授権株式数 

 普通株式  1,568,040,000株 
    発行済株式数    

普通株式 865,495,745.48株 
 

※５ 授権株式数及び発行済株式数 
      授権株式数 

普通株式  156,804,000株 
      発行済株式数    
      普通株式  54,146,533.48株 
 

※５ 授権株式数及び発行済株式数 
       授権株式数 

普通株式   1,568,040,000株 
     発行済株式数    

普通株式 606,338,630.80株 

６ コミットメントライン（融資枠）契約 
当社は、運転資金等の効率的な調達を
行うため取引金融機関とコミットメン
トラインを締結しております。この契約
に基づく当中間会計期間末の借入未実
行残高は次のとおりであります。 
コミットメントラ

インの総額 
5,000,000 千円 

借入実行残高 5,000,000 千円 

差引額 － 
 

６ コミットメントライン（融資枠）契約
当社は、運転資金等の効率的な調達を
行うため取引金融機関とコミットメン
トラインを締結しております。この契約
に基づく中間会計期間末の借入未実行
残高は次のとおりであります。 
コミットメントラ

インの総額 
1,000,000千円

借入実行残高  1,000,000千円

差引額 － 
 

６ コミットメントライン（融資枠）契約
  当社は、運転資金等の効率的な調達を
行うため取引金融機関とコミットメント
ラインを締結しております。この契約に
基づく当事業年度末の借入未実行残高は
次のとおりであります。 
コミットメントラ

インの総額 
5,000,000千円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000,000千円
 

※７ 自己株式 
 当社が保有する自己株式の数は普通株式 
30,621.12株であります。 

※７  
 当社が保有する自己株式の数は普通株式
3,060株であります。  

※７ 自己株式 
 当社が保有する自己株式の数は普通株式 
30,608.80株であります。 
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（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１７年 ３月３１日 

前中間会計期間 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ３月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

※１ 営業外収益の主要項目 
 
受 取 利 息   22,395千円 
 

 
※２ 営業外費用の主要項目 
 
支 払 利 息    109,757千円 
組  合  費  用     15,600千円 
支 払 手 数 料    362,039千円 
為 替 差 損      4,128千円 
新株発行費償却費     31,596千円 
社債発行費償却費     11,954千円 

 
※３ 特別利益のうち重要なもの 
 
関係会社株式売却益1,828,426千円 
                 

 
 
 
※４ 特別損失のうち重要なもの 
 
関係会社株式売却損   142,533千円 
ｽﾜｯﾌﾟ取引損失      416,141千円 
 

 
※５ 減価償却実施額 
 
有形固定資産           137,299,千円 
無形固定資産          189,190千円 
 
 
 

※１ 営業外収益の主要項目 
 
受 取 利 息   24,045千円 
受 取 配 当 金  300,000千円 
雑  収  入     2,451千円 

※２ 営業外費用の主要項目 
 
支 払 利 息    34,909千円 
新 株 発 行 費           44,127千円 
組  合  費  用    23,957千円 
支 払 手 数 料   188,505千円 
為替換算差損     1,381千円 
社債発行費償却費    15,901千円 

 
※３ 特別利益のうち重要なもの 
 
固定資産売却益     41,091千円 
貸倒引当金戻入益  141,253千円 
関係会社株式売却益  246,179千円 

 
 
※４ 特別損失のうち重要なもの 
 
関係会社株式評価損  617,908千円   
営 業 権 償 却  179,255千円 
 
 

※５ 減価償却実施額 
 
有形固定資産          11,670千円 
無形固定資産          9,730千円 

 
 

※１ 営業外収益の主要項目 
 
受 取 利 息    57,188千円
受 取 配 当 金    300,000千円

  
※２ 営業外費用の主要項目 
 
支 払 利 息      95,420千円
組  合  費  用      48,819千円
支 払 手 数 料     438,968千円
為 替 差 損         976千円
新株発行費償却費      71,225千円
社債発行費償却費      39,047千円

 
※３ 特別利益のうち重要なもの 
 
投資有価証券売却益     4,327千円
関係会社株式売却益 1,203,845千円
固定資産売却益    41,091千円
貸倒引当金戻入額  141,278千円

 
※４ 特別損失のうち重要なもの 
 
買収関連手数料     253,306千円
営 業 権 償 却   179,255千円
投資有価証券評価損     617,908千円

 
※５減価償却実施額 
 
有形固定資産            88,790千円 
無形固定資産           19,977千円 
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(リース取引関係) 

当中間会計期間 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１７年 ３月３１日 

前中間会計期間 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ３月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

（単位：千円） 
 

 

取得価額 

相 当 額 

減価償却累

計額相当額 

期末残高 

相 当 額 

建  物 343,153 285,961 57,192 

工 具 器 具 

及 び 備 品 
855,560 270,490 585,070 

機  械  

及 び 装 置 
114,311 67,917 46,393 

そ  の  他 114,619 27,332 87,286 

合    計 1,427,645 651,702 775,943 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

（単位：千円）
 

 

取得価額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

期末残高

相 当 額

建  物 343,153 171,576 171,576

工 具 器 具

及 び 備 品
313,364 69,092 244,271

機  械 

及 び 装 置
114,311 45,055 69,256

そ  の  他 11,395 2,510 8,884

合    計 782,224 288,235 493,989

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

（単位：千円）
 

 

取得価額 

相 当 額 

減価償却累

計額相当額

期末残高

相 当 額

建  物 343,153 228,769 114,384

工 具 器 具 

及 び 備 品 698,260 141,257 557,003

機  械 

及 び 装 置 114,311 56,486 57,825

そ  の  他 114,619 9,186 105,432

合    計 1,270,344 435,699 834,645

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （単位：千円） 
 

１ 年 内  385,292 

１ 年 超 407,305 

合    計 792,597 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （単位：千円）
 

１ 年 内  227,187

１ 年 超 279,570

合    計 506,758

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （単位：千円）

１ 年 内  390,085

１ 年 超 459,338

合       計 849,423

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

及び支払利息相当額 

（単位：千円） 
 

支 払 リ ー ス 料 226,215 

減 価 償 却 費 相 当 額 247,770 

支 払 利 息 相 当 額 12,739 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

（単位：千円）
 

支 払 リ ー ス 料 116,103

減 価 償 却 相 当 額 109,370

支 払 利 息 相 当 額 8,649

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

（単位：千円）

 

支 払 リ ー ス 料 271,607

減 価 償 却 相 当 額 256,834

支 払 利 息 相 当 額 18,650

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法は利息法に

よっております。 

(1) 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
 同左 

 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

  同左 
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（有価証券関係） 

  当中間会計期間（自平成 16 年 10 月 1 日 至平成 17 年 3月 31 日） 

子会社株式で時価のあるもの 

 

 

 

 

関連会社株式で時価のあるものはございません。 

 

 

前中間会計期間（自平成15年10月1日 至平成16年3月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

はございません。 

 

 

前事業年度（自平成 15 年 10 月 1 日 至平成 16 年 9月 30 日） 

子会社株式で時価のあるもの 

 

 

 

 

関連会社株式で時価のあるものはございません。 

 

 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 2,757,044 15,896,539 13,139,494 

 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 3,149,582 5,574,114 2,424,531 
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（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

 

（後発事象） 

当中間会計期間 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１７年 ３月３１日 

前中間会計期間 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ３月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

基本合意について 
 当社は平成17年４月18日開催の取
締役会において、株式会社フジテレビ
ジョン（以下「フジテレビ」）との間
で当社完全子会社である株式会社ラ
イブドア・パートナーズ（以下「ライ
ブドア・パートナーズ」）の全株式の
フジテレビへの譲渡、フジテレビの当
社への資本参加および当社とフジテ
レビの業務提携について基本合意契
約を結ぶことを決議いたしました。 
 
１.ライブドア・パートナーズの全株式
のフジテレビへの譲渡 
 
受渡日：平成17年5月23日 
 
株式譲渡価額：21億円 
 
（注1）ライブドア・パートナーズ株
式の買取と同時に、フジテレビは、当
社（子会社等を含む）のライブドア・
パートナーズに対する貸付金債権を
買い受け、または弁済することに合意
しておりますので、買収価額の総額は
670億円となります。なお、株式譲渡
価額および買収価額の総額は現時点
での予定額であり、受渡日（平成17
年5月23日）におけるライブドア・パ
ートナーズの財務状況に応じて合理
的な修正がなされる予定です。 
（注2）ライブドア・パートナーズは
ニッポン放送の発行済株式総数の
32.40％（10,627,410株）を保有して
おります。 
（注3）株式譲渡価額は、当社とフジ
テレビの交渉を経て合意されたもの
です。なお、本合意に先立ち、フジテ
レビは、ライブドア・パートナーズに
ついて、財務状況および営業状況、そ
の他の会社情報等の精査ならびに第
三者算定人（デトロイトトーマツコー
ポレートファイナンス株式会社）によ
る株式価値評価等を実施しておりま
す。 
 社名変更等：本株式譲渡完了後、
ライブドア・パートナーズは速やか
に臨時株主総会を開催し、「株式会
社LFホールディングス」（仮称）への
社名変更、フジテレビが指名する取
締役の選任等を実施する予定です。 

 

株式交換について 
  当社は平成16年3月15開催の取締
役会において、株式会社SRAの100％
子会社であるターボリナックス株
式会社を業務拡大の目的として平
成16年5月6日付で株式交換し、同社
を完全子会社とすることについて
決議いたしました。 
  この株式交換に伴い当社普通株式
463,178.1株を新規発行し、ターボ
リナックス株式会社の株主に割当
てを行う予定であり、同社株1株に
つき交換される当社株は0.60153で
あります。 
 この新株発行によって、当社の資
本金は385,000,000円増加する予定
であります。 
 
公募による新株式発行及び株式売出
しについて 
 当社は、平成16年4月2日開催の取締
役会決議に基づき、借入金等の返済、
運転資金への充当、子会社への投融
資を目的として次のとおり新株式発
行及び株式売出しを行いました。 
1．公募による新株式発行 
(1) 発行新株式数  

普通株式 6,000,000株 
(2) 発行価格 1 株につき  

金 6,379円 
(3) 発行価格の総額 

38,274,000,000円 
(4) 発行価額 5,978円 
 
(5) 発行価額の総額 

35,868,000,000円 
(6) 発行価額中資本に組入れない額  
1株につき  
金 2,989円 

(7) 払込期日   
平成16年4月22日（木） 

(8) 配当起算日  
平成16年4月1日（木） 

2．株式売出し（オーバーアロットメ
ントによる売出し） 
(1) 売出株式数 

普通株式 650,000 株 
(2) 売出価格 1 株につき  

金 6,379円 
(3) 売出価格の総額   

4,146,350,000円 
 (4) 受渡期日 
  平成16年4月23日（金） 

株式会社ロイヤル信販及び株式会社キュー
ズネットの完全子会社化について 
当社は平成16年8月30日開催の取締役会に
おいて、消費者金融業を行う株式会社ロイヤ
ル信販を、平成16年9月3日開催の取締役会に
おいて結婚仲介サイトを運営する株式会社
キューズネットを業容拡大の目的として平
成16年10月12日付で株式交換し、同二社を完
全子会社とすることについて決議いたしま
した。 
この株式交換に伴いそれぞれ、当社普通株
式7,626,000株及び4,974,000株を新規発行
し、株式会社ロイヤル信販及び株式会社キュ
ーズネットそれぞれの株主に割当てを行う
予定であり、同社株1株につき交換される当
社株はそれぞれ31,000株及び24,870株であ
ります。この新株発行によって、当社の資本
金は38,000千円 及び25,000千円増加する予
定です。 
 
Myrice Limited.社の子会社化について 
当社は平成16年9月12日の取締役会におい
て、ポータルサイトの開発・運営並びにコン
テンツ事業を行うMyrice Limited. 社を株式
取得により子会社化することを決定致しま
した。 
株式譲渡契約書の締結日 平成16年10月5日 
取得株式数 160,000株  

(発行済株式総数 200,000株) 
取得株数対価 US$8,870,480.- 
 
弥生株式会社の完全子会社化について 
平成16年11月8日の取締役会において、ソ
フトウェア事業拡張のため、業務用ソフトウ
ェア及び関連事業を行う弥生株式会社を株
式取得・第三者割当増資の全額引受及び株式
交換により子会社化することを決定致しま
した。 
（株式取得） 
株式譲渡契約書の締結日 平成16年 11月  8日 
取得株式数       
議決権付普通株式 298,517株  
(発行済株式総数 607,685株) 
及び新株予約権11,457個 
取得株数対価   10,000,000千円 
 
(第三者割当増資の全額引受) 
第三者割当増資の引受日   
平成16年 11月 25日 
引受株式数    
議決権付普通株式 92,294株 
引受額        3,000,016千円 
（株式交換） 
株式交換契約締結予定日  平成16年 11月 25日 
株式交換予定日       平成16年 12月 16日 
取得株式数      
議決権付普通株式 309,168株 
交換比率  株式会社弥生の普通株式1株に
つき当社普通株式75.05株増加する資本金
資本金の額は増加させない 
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当中間会計期間 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１７年 ３月３１日 

前中間会計期間 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ３月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

 その他：本株式譲渡の結果、フジテ
レビは「株式会社LFホールディング
ス」を通じた間接保有分を含めて、
ニッポン放送の発行済み株式総数の
68.87％（22,588,424株）を保有する
第一位株主となり、また、当社はニ
ッポン放送の発行済株式総数の
17.60％（5,772,770株）を保有する
第二位株主となります。 
また、フジテレビおよび当社は、平
成17年3月末時点におけるニッポン
放送の議決権※を、それぞれ
69.03％、17.64％保有する株主とし
て本年6月のニッポン放送の定時株
主総会において、ニッポン放送の取
締役会が提案する議案に対して賛成
の議決権を行使することにつき合意
しております。 
 
※発行済株式総数32,800,000株から
議決権を有しない株式として平成16
年9月30日現在の自己株式数75,820
株および単元未満株式数30株を控除
した株式数を控除した株式数を基準
とした議決権の数から保有割合を算
出いたしました。 
 

２.フジテレビによる当社への資本参加 
 
＜第三者割当増資の概要＞ 
①株式の種類：普通株式 
②割当株数：133,740,000株 
当社発行済株式数（平成17年4月15
日現在915,322,809.53株）の
14.61％（増資完了後の発行済株式
1,049,062,809.53株の12.75％） 
③割当先：株式会社フジテレビジョ

ン 
④発行価額：1株につき金329円 
⑤発行総額：金44,000,460千円 
⑥申込期日：平成17年5月23日 
⑦払込期日：平成17年5月23日 
⑧配当起算日：平成17年4月1日 
⑨その他：フジテレビは、平成19年9
月末日までは、当社の自己株式取得
による場合、当社の事前の書面によ
る同意がある場合を除き、第三者に
譲渡せず、貸株その他の処分を行わ
ないことに合意しております。 
証券取引法に基づく諸手続きを経
て、フジテレビは当社が実施する第
三者割当増資を引き受ける予定で
す。基本合意された第三者割当は以
上の通りですが、払込期日までに実
施されるフジテレビによる当社のデ
ューデリジェンスの結果によって
は、当該内容は変更または本資本参
加は中止される可能性があります。 

株式分割について 
 当社は平成16年5月10日開催の取
締役会決議において、平成16年6月30
日最終の株主名簿及び実質株主名簿
に記載された株主に対し、平成16年8
月20日付をもって、その所有株式1
株を10株の割合で分割することを決
議いたしました。これにより増加す
る株式数は、平成16年6月30日最終の
発行済株式総数に9を乗じた株式数
となる予定であります。 
 
 
 
 

子会社の合併について 
平成16年7月15日開催の取締役会におい
て、当社子会社であるバリュークリックジ
ャパン株式会社と株式会社イーエックスマ
ーケティングが合併することが決定致しま
した。 
 
合併期日  平成16年11月1日 
合併方式  バリュークリックジャパン株
式会社を存続会社とする吸収合併方式 
合併比率  株式会社イーエックスマーケ
ティングの株式１株に対してバリュークリ
ックジャパン株式会社の普通株式8株を割
当てます。 
合併交付金 合併交付金の支払は行いません。
 
ロイヤル信販への貸付金について 
平成16年10月12日付で株式交換し、完
全子会社となる株式会社ロイヤル信販に対
して貸付を行うことを決議致しました。 
取締役会決議日： 平成16年10月5日 
貸付金：     2,000,000千円 
目的：      運転資金 
返済期日：    平成17年10月6日 
利率：       3.0%（年率） 
 
取締役会決議日： 平成16年10月18日 
貸付金：     300,000千円 
目的：      運転資金 
返済期日：    平成17年10月18日 
利率：      3.0%（年率） 
 
ライブドアファイナンスへの貸付金につい
て 
平成16年9月22日付で新設された子会社
株式会社ライブドアファイナンスに対して
貸付を行うことを平成16年10月21日開催
の取締役会において決議致しました。 
貸付金：    5,200,000千円 
目的：     運転資金 
返済期日：   平成17年10月20日 
利率：     3.0% (年率) 
 
新株予約権の発行について 
 平成16年11月18日開催の取締役会にお
いて商法280条ノ20、商法280条ノ21の規
定及び平成15年12月19日開催の株主総会
の決議に基づき新株予約権の割当対象者及
び割当数を決定致しました。 
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当中間会計期間 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１７年 ３月３１日 

前中間会計期間 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ３月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

３.当社とフジテレビおよび株式会社ニ
ッポン放送の業務提携 
 
当社とフジテレビおよび株式会社ニ
ッポン放送（以下「ニッポン放送」）
は今後の業務提携の構築に関して、
放送・通信融合領域での個別の業務
提携の方向性を探るため、「業務提
携推進委員会」を設置し、プロジェ
クトチーム毎に定期的な協議を行っ
てまいります。この協議には、ニッ
ポン放送の参加を求め、当社とニッ
ポン放送間のかかる業務提携の可能
性も協議する予定です。 

４.フジテレビによるニッポン放送の株
式交換の実施に関する同意 
 
ライブドア・パートナーズの全株式
のフジテレビへの譲渡と、フジテレ
ビによる当社への資本参加が実施さ
れたのち、フジテレビとニッポン放
送はフジテレビによるニッポン放送
の完全子会社化する目的で産業活力
再生特別措置法（以下「産活法」）に
よる認定を前提とした株式交換を実
施することにつき基本合意しており
ます。産活法による支援措置として、
金銭交付による簡易株式交換等を内
容とする計画をフジテレビおよびニ
ッポン放送は認定申請する予定であ
り、当該計画が認定された場合、本
株式交換は、同法に基づく簡易かつ
迅速な手続および金銭交付により実
施されます。また本株式交換に際し
てニッポン放送株主に対して交付さ
れる金銭の額は1株当たり6,300円と
なる予定です。 
 当社はニッポン放送の大株主の立
場において、本株式交換および本株
式交換に付随して実施される可能性
のあるニッポン放送を当事者とする
一切の取引に関して、その実行に賛
成し、反対の意思を通知せず、いか
なる場合も株式買取請求権を行使し
ないことにつき合意しております。 

 

  

 


